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 当事業所は、ご契約者に対して指定第一号通所事業サービスを提供します。事業所の概要や

提供されるサービスの内容及び契約上ご留意いただきたいことを次のとおり説明します。 

１．事業者 

  （１）法 人 名   社会福祉法人恩賜

財団済生会支部大阪府済生会 

  （２）法人の所在地   大阪府大阪市中央区谷町７丁目４番１５号 

大阪府社会福祉会館３階 

  （３）電 話 番 号   ０６－６７６３－０２５７ 

  （４）代表者の氏名   支部長  三嶋 理晃 

  （５）設立年月日   昭和２７年５月２２日 

２．事業所の概要 

（１）事 業 所 の 種 類    指定第一号通所事業 

（２）事 業 所 の 名 称    なでしこりんくうデイ・サービスセンター 

（３）介護保険事業所番号    大阪府指定第２７７５６００３５２号 

（４）事業所の所在 地    大阪府泉南市りんくう南浜３番地の７ 

（５）事業所の電話番号    ０７２－４８０－５６０４ 

（６）管 理 者 の 氏 名    施設長 薮内 良造 

（７）事業の開設年月日    平成１４年４月１日 

（８）事 業 所 の 定 員    45 名 （一般介護予防通所介護事業含む）  

（９）事 業 の 目 的   

社会福祉法人恩賜

財団済生会支部大阪府済生会泉南特別養護老人ホームなでしこりんく 

うデイ・サービスセンター（以下、「事業者」）は、介護保険法令の趣旨に従い、要 

支援等と認定された利用者（以下、単に「利用者」という。）が、その有する能力に 

応じて可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう指定第一号通所介護計 

画に基づき、必要な日常生活上のサービスおよび機能訓練を行うことにより、利用 

者の社会的孤独感の解消および心身機能の維持・回復ならびに利用者のご家族の身 

体的および精神的負担の軽減あるいは生活機能の向上をはかることを目的とします。 

（１０）事業の方針 

・利用者の人権を尊重し、利用者の立場に立ったサービスを提供します。 

・明るく家庭的な雰囲気作りを心掛け、地域や家庭との結びつきを重視します。 

・利用者の有する能力に応じて、在宅での生活が可能となるよう支援します。 

３．事業所窓口の営業日及び営業時間 

(１) 営 業 日          月曜日～土曜日（12月31日～1月3日までを除く） 

(２) 営業時間          午前 8 時００分～午後６時００分 

(３) サービス提供時間      午前 8 時４５分～午後 5 時１５分 

(４) 利用定員          45 名（通所介護、介護予防を含む） 
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４．職員の配置状況 

    事業者の職員（以下、「職員」）は、厚生省令の人員配置基準を遵守するとともに、次

の職員を配置し、勤務の体制を確保します。尚、配置人員は指定基準を遵守しつつ、利

用者の介護の状況等により変動することがあります。 

 

職   種 職 務 内 容 人員数 

管理者 
利用者に対する、居宅サービス等の状況を総括管理し、所属職員を

指揮監督します。 
常 勤 1 名 

看護職員 
血圧・体温・脈拍の測定等の健康管理を行うほか、利用者の心身の

状態の把握とケアプランに基づく看護に従事します。 

常 勤 1 名 

非常勤 2 名 

生活相談員 

利用者の心身の状況の把握と、家族・利用者からの相談に適切に応

じるとともに、市町村との連携を図るほかボランティアの受け入れ、

利用相談等の業務に従事します。 

常 勤 2 名 

非常勤 0 名 

介護職員 
利用者の心身の状況等の把握と、ケアプランに基づく介護に従事し

ます。 

常 勤 7 名 

非常勤 7 名 

機能訓練指導 
利用者の心身の状況等の把握と、日常生活を営むのに必要な機能の

改善、機能低下の防止等に関する業務に従事します。 

常 勤１名 

非常勤１名 

管理栄養士 

利用者に対しての嗜好調査・残食調査・栄養に関するアセスメント

等、必要のある方に対して作成する計画書に基づいて、栄養指導等

食事栄養管理に従事します。 

   - 

歯科衛生士 口腔機能向上サービスを行ないます。 – 

５．事業者が提供するサービス及び利用料 

事業者では、利用者に対して次のサービスを提供します。 

（１）提供するサービスについて 

（ア）食  事   

管理栄養士により、利用者の栄養並びに嗜好を考慮した献立を行います。 

食事の提供及び介助が必要な利用者に対して、介助を行います。また、嚥下困難者

のためのきざみ食、流動食等の提供を行います。 

（イ）入  浴   

原則として、希望者は毎回（一般浴又は機械浴）ご利用いただきます。但し、身体

的に入浴が困難と認められる時は、入浴の中止や清拭もしくはシャワー浴に変更す

る場合もあります。 

（ウ）排  泄   

自立促進のため、利用者の身体能力を最大限に活用して、トイレ誘導を行い、オム

ツはずしに努めます。 

（エ）送  迎 

    原則として、事業者が保有する自動車により、利用者の居宅から事業所までの間の

送迎サービスを提供します。 
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    ただし、道路が狭いなどの事情により、自動車による送迎が困難な場合は、車いす

又は歩行介助により送迎を行うことがあります。 

（オ）健康管理   

看護、介護職員等により、利用者の心身の状況等の健康管理に努めます。 

 （カ）運動器機能向上 

    利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、利用者の同意により、職員が共同し

て、利用者ごとの運動機能向上サービス計画を作成・実施します。 

 （キ）栄養改善 

利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、利用者の同意により、職員が共同して、

利用者ごとに栄養食事相談等の栄養改善サービスを行ないます。  

（ク）口腔機能向上 

   利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、利用者の同意により、職員が共同して、

利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成・実施します。 

（ケ）アクティビティ 

   集団的に行なわれるレクリエーション、創作活動等の機能訓練を実施します。 

（コ）身体的拘束 

事業所では、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害

等のおそれがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体を保護するため緊

急やむを得ない場合は事業所が設置する身体拘束は廃止委員会に諮り次に掲げるこ

とに留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。また、身体拘束を行う

場合、可能な限り事前にご家族等に対して説明するものとします。 その身体拘束を

行ったその場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記録を行い

ます。 

また、事業者として身体拘束をなくしていくための取組みを積極的に行います。 

①切迫性・・・直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人又は他人の生命・身体

に危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

②非代替性・・身体拘束以外に、利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が

及ぶことを防止することができない場合に限ります。 

③一時性・・・利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくな

った場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

 

虐待の発生又はその再発を防止するための措置を適切

に実施するための担当者 
事業係長  松浪 恵子 

 

（サ）事故発生時及び緊急時等における対応 

  ・事業者は、利用者の病状、状態に急変が生じた場合その他必要な場合には、速やか

に主治の医師、当該利用者の家族への連絡を行う等の必要な措置を行います。 

・事業者は、事故その他緊急事態が生じたときは、速やかに利用者の応急処置に全力

を尽すとともに、直ちに上司に報告し指示を仰ぐとともに、協力病院に対し救急要

請を行い、家族、居宅介護支援事業者及び行政の関係部署にも連絡します。 



 4 

・事業者は、事故その他緊急事態が生じたときは、事故調査委員会を設置し、報告書

を作成し、原因の究明と再発防止に努め、調査の経過報告並びに結果報告を行いま

す。 

・利用者に対する介護サービスの提供において、事業者の責に帰すべき事由により賠

償すべき事故が発生した場合には、速やかに損害賠償を行います。 

以下に定める場合（ただし、以下に定める場合に限りません）は、事業者の責に帰

すべき事由によらないものとします。 

①利用者が、契約締結時にその心身の状態及び病歴等の重要事項について、故意にこ

れを告げず、又は不実の告知を行ったことに起因して損害が発生した場合。 

②利用者が、介護サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取、確認に対して、

故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことに起因して損害が発生した場合。 

③利用者の急激な体調の変化等、事業者の実施した介護サービスを原因としない事由

に起因して損害が発生した場合。    

④利用者が事業者もしくは職員等の指示、依頼に反して行った行為に起因して損害が

発生した場合。 

⑤その他、利用者もしくは第三者の責に帰すべき事由による場合又は不可抗力による

場合。 

・事業者が損害賠償責任を負う場合であっても、入所者に故意又は過失が認められる

場合において、利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められるときは、

損害賠償責任を減じることができるものとします。 

 尚、事業者は下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名 損害保険ジャパン日本興亜株式会社 

保険名 しせつの損害賠償責任保険 

保障の概要 センター内外における業務上過失の保障（但し、車両事故は除く） 

 （シ）非常災害対策 

   ・消防法施行規則第 3 条に規定する消防計画及び風水害、地震等の災害に対処する計

画に基づき、また消防法第 8 条に規定する防火管理者を設置して非常災害対策を行

います。 

   ・防火管理者を、管理権原者により選任します。 

   ・火元責任者には、事業所の職員を充てます。 

   ・非常災害用の設備点検は、契約委託業者ならびに事業所の職員に依頼します。 

   ・非常災害設備は、有効に保持するよう努めます。 

   ・非常災害に備えて、自衛消防隊を編成し、また消防訓練を実施します。 

    ①消防訓練（消火、通報、避難）は年 1 回以上実施します。 

    ②非常災害設備の使用方法の徹底については随時行います。 

   ・その他、必要な災害防止対策についても、必要に応じて対処します。 

   ・事業継続計画（BCP）（災害及び感染）を策定し、年 1 回以上は当該計画に則った

研修及び訓練を実施します。 

（ス）指定第一号通所介護計画の作成 

   ・利用者に係る居宅介護支援事業者が作成した居宅サービス計画（ケアプラン）に基
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づき、利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行い、援助の目標に応じて具

体的なサービス内容を定めた指定第一号通所介護計画を作成します。 

   ・指定第一号通所介護計画の作成にあたっては、その内容について利用者又はその家

族に対して説明し、利用者の同意を得ます。 

   ・指定第一号通所介護計画の内容について、利用者の同意を得たときは、指定第一号

通所介護計画を利用者に交付します。 

   ・それぞれの利用者について、指定第一号通所介護計画に従ったサービスの実施状況

及び目標の達成状況の記録を行います。 

（セ）その他 

・日常生活に変化をつけるため、レクリエーションやクラブ活動を行います。 

（２）指定第一号通所事業従業者の禁止行為 

   指定第一号通所事業従業者はサービスの提供にあたって、次の行為は行いません。 

（ア）医療行為（ただし、看護職員、機能訓練指導員が行う診療の補助行為を除く。） 

（イ）利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

（ウ）利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

（エ）身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を

保護するため緊急やむを得ない場合を除く。） 

（オ）その他利用者又は家族等に対して行う宗教・活動・営利活動、その他迷惑行為 

（３）送迎の実施地域 

   本サービスの通常の送迎実施地域は泉南市、阪南市（貝掛・桑畑・淡輪・南山中・鳥

取中・鳥取三井・箱作・箱の浦・舞・桃の木台・光陽台 2～4 丁目を除く地域）、田尻町

とします。 

（４）サービスの利用料 

第一号事業支給費給付の対象となるサービスの提供を受けた場合は、介護保険被保険

者証及び介護保険負担割合証に則り、利用料の 7～9 割が第一号事業支給費から給付さ

れます。 

利用者が指定第一号通所事業の適用を受けていない場合、又は、第一号事業支給費の

対象とならないサービスの提供を受けた場合は、利用料の全額が自己負担となります。 

＊利用者が、未だ要介護認定を受けていない場合には、要介護度認定後、自己の申請に

より第一号事業支給費から返還される制度があります。      

（ア）サービスの利用料（１日あたり）について（別紙①） 

（イ）第一号事業支給費給付の対象となるサービスの標準自己負担額  

利用者の介護度に応じたサービス利用料から、第一号事業支給費を除いた金額（自己

負担額）となります。 

（ウ）第一号事業支給費給付の対象とならないサービスの自己負担額 

利用者等が個々に希望する第一号事業支給費対象外の費用については実費とします。 

① 食事に掛かる費用は別途必要となります。 

昼食 570 円 （非課税） 

②通常の実施地域を超えて行うサービスに要する交通費は、その実費を利用者から次

の通り徴収するものとする。 

・事業所から片道 10 キロメートル未満 1 回につき  275 円 （税込み） 
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・事業所から片道 10 キロメートル以上 1 回につき  550 円 （税込み） 

③その他－前記のほか、利用者が個々に希望する法定代理受領サービスに該当しない

ものについては、実費相当額とします。 

・個人的に希望して参加するクラブ活動、外出レクリエーション等の材料費及び参加

費用 

・利用者が選定する特別な食事の提供 

・複写（コピー）を希望される場合は、１枚に付き１5 円（税込み）とします。 

・利用者等のスナップ写真を希望する場合は、１枚４5 円（税込み）とします。 

＊介護サービスの利用料については、介護報酬の改定、税率の変更、経済状況の著しい

変化その他これを不相当とする事由がある場合には、相当額に変更することがあります。

但し、変更の内容とその事由について、変更を行う 1 ヶ月前までに利用者又はご家族等

にご説明いたします。 

 

（５）利用料のお支払い方法 

  利用料のお支払いは、サービスの利用期間ごとに計算して、ご請求しますので、翌月の

２２日までに下記ご指定の方法にてお支払い下さい。 

 

（ア）窓口での現金払い 

（イ）指定口座への振り込み（口座は別途お知らせします） 

※振込手数料は利用者負担となります。 

※領収書の再発行はできません。 

（ウ）金融機関口座からの自動引き落とし 

  ご利用できる金融機関：都市・地方銀行、信用金庫、農協、郵便局 

６．ご利用の中止、変更、追加について 

事業者利用予定期間前に、ご利用者の都合でサービスの中止又は変更、もしくは新た

なサービスの追加をすることができます。この場合には、サービスの実施日前日までに

居宅介護支援事業者及び事業者に申し出てください。但し､事業者の稼動状況により希

望にそえない場合もあります｡又､利用予定日までに申し出がなく､当日に利用の中止を

申し出られた場合、下記の取消料をお支払いいただくことがあります。但し､ご利用者

の体調不良等正当な事由がある場合はこの限りではありません。 

 

  取消料  当日の利用料金の１０％～30％（自己負担相当額） 

 

７．サービスの利用ができなくなる場合 

（１）事業者が解散を命じられた場合及び破産をした場合、又は、やむを得ない事由により

閉鎖した場合。 

（２）事業者の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能となった場合。 

（３）事業者が介護保険の指定を取り消された場合、又は、指定を辞退した場合。 

（４）要介護認定により、利用者の心身の状況が自立と認定された場合。 



 7 

（５）要介護認定により、契約者の心身の状況が要介護と認定された場合。 

（６）利用者からのサービス中止の申し出による場合。 

  契約の有効期間内であっても、利用者からサービスの中止を申し出ることができます。 

その場合には、サービス中止を希望する日の２日前までに、申し出ることとします。 

（ア）の給付対象とならないサービス利用料金の変更に同意できない場合。 

（イ）事業者もしくは職員が正当な理由なく、サービスを実施しな 

い場合。 

（ウ）事業者もしくは職員が個人情報保護管理規定に違反した場合。 

（エ）事業者もしくは職員が故意又は重大な過失により利用者の身体、財物、信用等

を傷つけ、又は著しい不信行為、その他、本契約を継続しがたい重大な事情が

有る場合。 

（オ）他の利用者等が（エ）と同様の行為を行い、事業者が適切な対応をとっても、 

   本契約を継続しがたい場合。     

（７）事業者からの申し出によりサービスを中止していただく場合。    

   契約期間内であっても、下記の事項に該当する場合は、終了させていただくことがあ

ります。 

（ア）利用者が契約締結時に、その心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこ

れを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を

生じさせた場合。 

（イ） 利用者等により、サービス利用料の支払いを催告したにも関わらず 3 か月間をも

ってこれを完済できない場合。 

（ウ）利用者の故意又は重大な過失により、事業者又は職員もしくは他の利用者等の生

命、身体、財物、信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行った場合。 

（エ）利用者が病院又は診療所等に入院した場合。 

（オ）利用者が介護老人保健施設、特別養護老人ホーム等に入所、小規模多機能型居宅介

護サービスを利用、もしくは介護療養型医療施設に入院した場合。 

（カ）利用者が死亡した場合。 

（キ）サービス利用料金の変更について、通知してから 30 日以内に利用者が変更の同意 

   を提出しない場合。 

（ク）職員、他の利用者やその関係者に対して、利用者本人又はその関係者が、契約書に 

   定めるような迷惑行為を行った場合。 

（ケ）利用者の行動が他の利用者や職員等の生命、身体、健康に重大な影響を及ぼすおそ

れがあり、あるいは利用者が重大な自傷行為を繰り返すなど本契約を継続しがた

い重大な事情がある場合 

（コ）以上のほか、利用者が本契約に違反し、事業者が本契約の継続は困難だと判断した

場合。 

（８）円滑なサービス持続のための援助 

   事業者のサービスを中止する場合には、合理的で可能な範囲内で以下の援助を行う努 

   めます。 

  （ア）適切な病院もしくは診療所又は介護保険施設等の紹介。 

  （イ）居宅介護支援事業所の紹介。 
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  （ウ）その他の保健医療サービス又は福祉サービス提供者の紹介。 

８．高齢者虐待防止について 

   事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要 

な措置を講じます。 

（１）研修を通じて、職員の人権意識の向上や知識・技術の向上に努めます。 

（２）よりきめ細かいケアプランの作成など適切な介護サービスの提供に努めます。 

（３）職員が介護にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、職員が利用 

者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待の発生又はその再発を防止するための措置を適切す

るための担当者 
事業係長  松浪 恵子 

9．事故防止について 

事業者は、利用者等の事故発生の防止ならびに発生時の適切な対応のために、次に掲 

げるとおりに必要な措置を講じます。ただし、利用者の自立した行動、心身の状況や病

気などが原因により、危険（転倒・転落等）を伴う可能性があることを十分にご理解下

さい。 

（１） 事故が発生した場合等における報告と、その分析を通じた改善策を職員に周知徹底す 

    る体制を整備します。 

（２） 事故が発生防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に開催・実施します。 

（３） 事故防止に関する研修を受講した担当者を選定します。 

事故の発生又はその再発を防止するための措置を適切に

実施するための担当者 
事業係長  松浪 恵子 

 

10. 衛星管理等 

（１） 事業の用に供する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管

理に努め、または衛生上必要な措置を講じます。 

（２） 事業者において感染症が発生し、またはまん延しないように必要な措置を講じます。 

（３） 食中毒及び感染症の発生を防止する為の措置等について、必要に応じて保健所の助言、

指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

感染症予防担当者 

褥瘡予防対策担当者 
事業係長  松浪 恵子 

 

10．利用者の記録及び、個人情報の管理等 

  （１）記録について 

事業者は、法令に基づいて利用者の記録及び情報を適切に管理し、契約者の求めに応

じてその内容を開示します（開示に際して必要な複写料等の諸経費は、契約者の負担
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となります）。また、記録及び情報（サービス提供記録のほか、サービス計画、苦情や

事故等の諸記録）についてはサービス提供終了の日から 5 年間保管します。 

  （２）秘密保持と個人情報の保護について 

（ア）事業者及び職員はサービス提供をする上で知り得た利用者及びその家族の秘密 

を正当な理由なく、第三者に漏洩しません。これはサービス提供終了後並びに 

職員が退職後も継続されます。 

（イ）事業者は、利用者に医療上、緊急の必要性が認められる場合には、契約者の同

意を得ることなく、医療機関に対して心身の状態等の情報を提供できるものと

します。 

（ウ）事業者は、利用者の円滑なサービス持続を援助するために必要があると認めら

れる場合には、当該目的に必要な範囲で契約者に関する情報を第三者に提供で

きるものとし、利用者はこれに予め同意するものとする。 

（エ）事業者は、介護保険サービス利用のため、市町村、居宅介護支援事業者その他

の介護保険事業者等への情報提供できるものとし、利用者はこれに予め同意す

るものとします。 

（オ）事業者及び職員は、 介護保険サービスの質の向上のために行う学会、研究会等

での事例研究報告等において使用できるものとし、利用者はこれに予め同意す

るものとします。尚、この場合には、契約者個人を特定できないよう仮名等を

使用し秘密を厳守いたします。 

（カ）事業者は次の世代を担う福祉・介護・医療の人材を育成するために、積極的に

実習生（社会福祉士・介護福祉士・看護師等）の受け入れをしております。受

け入れにおいて、事業者は実習の記録等に使用できるものとし、予め同意する

ものとします。 

（キ）事業者は、個人情報の利用目的に変更が生じた場合は、その旨を利用者に通知

又は公表します。 

 

11．苦情受付について 

   当事業所における苦情やご相談は「利用者からの苦情を処理するための措置の概要」

により別に定めます。（別紙②） 

 

12．提供する第三者評価の実施状況 

実施の有無 有 ・ 無 
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指定第一号通所事業 重要事項説明同意書 

                        令和  年（    年）  月  日  

   

   私は、本書面に基づいて、事業者から指定第一号通所事業サービスに関する重要事項

の説明を確かに受けました。 

 

利用者    住所 

 

氏名                     

 

上記署名は、 

 

氏名 ： 

 

続柄 ： 

が代行しました。 

 

代理人    住所 

 

氏名                     

 

 

                    令和  年（    年）  月  日 

指定第一号通所事業サービスの内容について、各指定権者の介護予防・日常生活支

援総合事業実施要項に基づき、利用者及びご家族等に重要事項についての説明を行い

ました。 

 

       指定第一号通所事業  なでしこりんくう デイ・サービスセンター 

 

      説明者職名       氏名            
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（別紙①）  なでしこりんくうデイ・サービスセンター利用料 
（指定第一号通所事業）  

令和 6 年（2024 年）4 月 1 日以降 

１．第一号事業支給費給付対象費用                 

《指定第一号通所事業をご利用の場合》                  （非課税） 

  
基本利用

料 

利用者負担額 

1 割 2 割 3 割 

通所型サービス費

1 回数 

事業対象者・要支援 1・要支援 2 

1 回につき週 1 回程度の利用・1

月の中で全部で 4 回までのサー

ビスを行った場合 

    

通所型サービス費 1

月包括 

事業対象者・要支援 1・要支援 2 

1 月につき週 1 回程度の利用・

月 5 週ある場合などで月 5 回以

上のサービスを行った場合 

    

通所型サービス費

2 回数 

事業対象者・要支援 2 

1 回につき週 2 回を超える程度

の利用・1 月の中で全部で 8 回

までのサービスを行った場合 

    

通所型サービス費 2

月包括 

事業対象者・要支援 2 

1 月につき週 2 回を超える程度

の利用・月 5 週ある場合などで

月 9 回以上のサービスを行った

場合 

    

 

２．その他の介護予防保険給付対象費用（１月あたり） 

＊運動器機能向上加算 ： 人員配置基準を満たした上で、個別に運動器機能向上計画を立

て、機能訓練を適切に行います。 

 

＊介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  ： 令和 6 年 5 月 31 日までの間 

介護職員の賃金改善等を実施しているものとして都道府県知

事に届け出た事業所が、算定要件を満たした上で、サービス提

供を実施した場合に算定されるもの（料金は枠外参照）。 

＊サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ： 介護福祉士の配置が一定割合以上加配されている事業所に対し

ての評価となる体制加算。 

＊事業所評価加 算 ： 厚生労働大臣が定める期間において、選択的サービス実施者及

び要支援状態区分の更新認定等により一定以上の評価を得られ

た場合に算定されるもの。 

＊介護職員等 

特定処遇改善加算（Ⅰ） ： 令和 6 年 5 月 31 日までの間 

介護職員等の賃金改善等を実施しているものとして都道府県知 

事に届出た事業所が、①介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ） 
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を取得②介護職員処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数 

の取り組みを行っている③介護職員処遇改善加算に基づく取組 

みについて、ホームページへの掲載等を通じた見える化を行っ 

ている。左記の算定要件を満たした上、サービス提供を実施し 

た場合加算されるもの  （料金は枠外参照） 

 

＊介護職員等ベースアップ等支援加算    ： 令和 6 年 5 月 31 日までの間 

 

 「介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれかを取得してお

り、介護職員等の処遇を改善するために賃金改善や資質の向上

等の取り組みを行った場合に加算されるもの。 

 

＊介護職員等処遇改善加算 ：令和 6 年 6 月 1 日から 

             介護職員の賃金改善等を実施しているものとして都道府県に届

け出た事業所が、算定要件を満たした上で、サービス提供を実

施場合に加算されるもの。 

上記「介護職員処遇改善加算（Ⅰ）」「介護職員特定処遇改善

加算（Ⅰ）」「介護職員等ベースアップ等支援加算」の 3 加算

が１つに統合されたもの。 

         

 

                        （非課税） 

      

運動器機能 

向上加算 

サービス提供体

制強化加算（Ⅰ）    

※事業対象者 

要支援 1・2 

サービス提供体

制強化加算（Ⅰ）    

※事業対象者 

要支援 2 

事業所 

評価加算 

① 施設サービス利用料金     

② 介護保険からの給付額（9 割）     

③ 介護保険からの給付額（8 割）     

④ 介護保険からの給付額（7 割）     

⑤ 自己負担額（1 割負担）      

⑥ 自己負担額（2 割負担）     

⑦ 自己負担額（3 割負担）    
 

 

＊ （利用料について、事業者が法定代理受領を行わない場合）上記に係る利用料は、全額をいった

んお支払いいただきます。この場合、「サービス提供証明書」を交付しますので、「領収書」を添

えてお住まいの市町村に居宅介護サービス費の支給（利用者負担額を除く）申請を行って下さい。 

＊ ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったんお支払

いいただきます。要支援又は要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が第一号事業支給

費から払い戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていないために必要と
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なる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

＊ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額を変更

します。 

＊ 「介護職員処遇改善加算」については、「区分支給限度基準額」の算定対象外となります。また、

本加算料金については一月のご利用総単位数の1,000分の59に相当する単位数を加算します。 

＊ 「介護職員等特定処遇改善加算」については、「区分支給限度額」の算定対象外になりま

す。また、「介護職員等特定処遇改善加算」の料金については一月のご利用総単位数の 

1,000 分の 12 に相当する単位数を加算します。 

＊ 「介護職員等ベースアップ等支援加算」については、「区分支給限度基準額」の算定対象

外となります。また、本加算料金については 1 月のご利用総単位数の 1.1%に相当する

単位数を加算します。 

＊ 「口腔・栄養ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ加算」とは、利用中 6 ヶ月ごとに栄養状態について確認をおこない、

当該利用者様の栄養状態に係る情報を介護支援専門員に文書で共有した場合に加算され

ます。本加算料金については、６ケ月に 1 回、20 単位に地域区分単価を乗じた数を加算しま

す 

＊ 「科学的介護推進体制加算」については、利用者の ADL 値、栄養状態、口腔機能、認

知症の状況等に係る基本的な情報を厚生労働省へ報告実施した場合に加算されます。本

加算料金については、一月 40 単位に地域区分単価を乗じた数を加算します。 

＊ 市町村が発行する「高額介護サービス費承認通知書」を持っているご契約者は、一定限

度額を超えた場合払い戻される「高額介護サービス費」の支給を受け、負担額が軽減さ

れます。 

＊ 社会福祉法人による利用者負担軽減制度の適用を受け、市町村が発行する「社会福祉法

人等による利用者負担減免確認証」を持っているご契約者は負担額が軽減されます。 

＊ サービス提供時間数は、実際にサービス提供に要した時間ではなく、居宅サービス計画

及び指定第一号通所介護計画に位置付けられた時間数（計画時間数）によるものとしま

すが、利用者の希望又は心身の状況等により、あるサービス提供日における計画時間数

を短縮する場合は、その日に係る指定第一号通所介護計画を変更し、変更後のサービス

提供時間数に応じた利用料となります。なお引き続き、計画時間数とサービス提供時間

数が異なる場合は、利用者の同意を得て、居宅サービス計画の変更の援助を行うととも

に指定第一号通所計画の見直しを行います。 

＊ 利用者の希望又は心身の状況等によりサービスを中止した場合で、計画時間数とサービ

ス提供時間数が大幅に異なる（1～2 時間程度の利用）場合は、当日の利用はキャンセ

ル扱いとし、利用料はいただきません。 

＊ 月平均の利用者の数が当事業所の定員を上回った場合及び指定第一号通所事業従業者の

数が人員配置を下回った場合は、上記金額のうち基本単位数に係る翌月の利用料及び利

用者負担額は、100 分の 70 となります。 

３．単位数から利用料金を算出する方法 

 （※①～③全てにおいて小数点は切り捨てとなります） 

 ①総額の算出 

  所定単位数より、地域加算である（6 級地）10.27 を乗じた数 

 ②介護保険給付対象額の算出 
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  ①で算出した総額より 0.7～0.9 を乗じた数 

 ③１割部分となる自己負担額の算出法 

① で算出した総額より②で算出した介護保険給付対象額を減じた数 

４．介護保険給付対象外費用 

①食 費（１日あたり）      570 円 （非課税） 

 ②交通費 

   通常の実施地域を超えて行うサービスに要する交通費は、その実費を利用者から次の 

  通り徴収するものとする。 

  ・事業者から片道 10 キロメートル未満 1 回につき  275 円 （税込み） 

  ・事業者から片道 10 キロメートル以上 1 回につき  550 円 （税込み） 

③その他     

利用者が個々に希望する法定代理受領サービスに該当しないものについては、実費相

当額とします。 

  ・個人的に希望して行うクラブ活動、外出レクリエーションなどの材料費及び参加費用。 

・利用者が選定する特別な食事の提供。 

・複写（コピー）を希望される場合は、１枚につき１5 円（税込み）とします。 

・利用者などのスナップ写真を希望する場合は、１枚 45 円（税込み）とします。 
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（別紙②） 

利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

事業所又は施設名 なでしこりんくうデイ・サービスセンター 

サービスの種類 指定第一号通所事業 

  措 置 の 概 要 

 

１ 利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口(連絡先)、担当者の設置 

・ 相談苦情に関する常設の窓口として、相談担当者を配置している。又、担当者が不

在の場合でも事業所の誰もが対応可能なように苦情受付書を作成し、担当者に確実

に引き継ぐ体制を確保している。 

・ 常設の窓口と担当者及び電話番号（ＦＡＸ番号） 

   設置場所：なでしこりんくうデイ・サービスセンター 

   担当者：生活相談員  小川 紗帆里 

   電話番号：０７２－４８０－５６０４ 

   ＦＡＸ：０７２－４８５－０６０６ 

 

２ 円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順 

・ 苦情又は相談があった場合、苦情の内容等、状況を詳細に把握するため、必要に応

じて聞き取り調査のため、利用者を訪問して事実関係の確認を行う。  

・ 相談担当者は速やかに施設長に苦情の内容などを報告し、関係職員とともに、苦情

申し出者に対して、対応方法を含めた結果報告を行う。  

 

３ 匿名の苦情への対応を行うための処理体制と手順 

・ ご意見箱を設置 

・ 設置場所と設置個所（1 階デイルーム入口前に 1 箇所） 

・ 対応結果の公表（掲示板に掲示） 

 

４ その他 

  事業者において処理し得ない内容についても、行政窓口等の関係機関との協議によ

り、適切な対応方法を利用者の立場に立って検討し対処する。 

 

  ・行政機関の苦情受付窓口 

    泉佐野市 健康福祉部 広域福祉課  （08：45～17：15） 072－493－2023（課直通） 

    泉南市 健康福祉部 長寿社会推進課 （09：00～17：30） 072－483－8251（課直通） 

    阪南市 保健部 介護保険課     （08：45～17：15） 072－471－5678（市代表） 

    田尻町 民生部 福祉課       （08：45～17：15） 072－466－8813（課直通） 

    大阪府国民健康保険団体連合会    （09：00～17：30）  06－6949－5309（会代表） 

    大阪府社会福祉協議会運営適正化委員会（10：00～16：00）  06－6191－3130（会代表） 

 


